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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただい

た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供

措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第81回定時株主総会資料

●　連結計算書類

「連結注記表」

●　計算書類

「個別注記表」

第81期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

連結子会社の数　 ８社

連結子会社の名称 NSM諏訪ソーラーエナジー合同会社

NISTRADE (M) SDN.BHD.

竹鶴石油株式会社

NISSIN SHOJI VIETNAM CO.,LTD.

NISSIN BIO ENERGY SDN.BHD.

JJ FUEL SUPPLY SDN.BHD.

NISSIN BIO PRODUCTS SDN.BHD.

NISSIN SHOJI (THAILAND) CO.,LTD.

上記のうち、NISSIN BIO PRODUCTS SDN.BHD.は新

規設立に伴い、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。

また、従来連結子会社でありました、日新レジン

株式会社については2024年6月に清算結了したた

め、連結の範囲から除外しております。なお、清

算までの損益計算書は連結しております。

NISSIN SHOJI(THAILAND)CO.,LTD.は、2023年４月

をもって解散を決議し、清算手続き中でありま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数 ２社

会社等の名称　　　　　　 日新興産株式会社

Ｊリーフ株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、NISTRADE (M) SDN.BHD.他５社の決算日は12月31日であります。連結

計算書類の作成に当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお、その他連結子会社の事

業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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イ. 有形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法、ただし2007年４月１日以前取得した建物

については、旧定額法によっております。

ロ. 無形固定資産

　（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間

を個別で見積り、償却期間（５年）を決定した上

で均等償却しております。また、自社利用のソフ

トウエアは社内における利用可能期間(５年）に

基づく定額法によっております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

メーター商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

その他の商品 主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法)

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 　 10～50年

機械装置及び運搬具　 　 ２～17年

その他　　　　　　　　　３～10年

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対し翌連結会計年度に支給する賞与に備

えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

ニ. 商品保証引当金 販売した商品の保証に備えるため、過去の実績に

基づき、将来の発生見込額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループでは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており

ます。

また、通常の商取引において履行義務の識別にあたっては本人か代理人かの検討を

行っております。自らの約束の性質が、約束の履行に対する主たる責任、在庫リス

ク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義

務である場合には本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識しております。

代理人の性質が強いと判断される場合には代理人として判定しており、その対価の純

額で収益を認識しております。

一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を認識するとともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負債を認

識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ. 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっておりま

す。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利

益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

なお、当連結会計年度末では年金資産の額が企

業年金制度に係る退職給付債務の額から未認識

数理計算上の差異を控除した金額を超過してい

る状態のため、当該超過額を退職給付に係る資

産として計上しております。
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ロ. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて表示しておりま

す。

ハ. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当連結会計年度の費用として処理しており

ます。

２. 会計上の見積りに関する注記

(1)固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　固定資産　　　　　　　　　　13,846,747千円

　固定資産に係る減損損失　　　　 144,856千円

② その他の情報

イ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

資産のグルーピングは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行い、各グルーピング単位ごとに、

収益性の悪化や市場価格の著しい下落の有無等に基づいて、減損の兆候を把握しており

ます。また、減損の兆候が把握された資産グループについては減損損失の認識の判定を

行い、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い金額まで帳簿価額を減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、減損損失の測定に当たって、一部の不動産の正味売却価額については、外部専門

家による不動産鑑定評価額を用いております。

ロ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

グルーピング単位ごとに策定された将来事業計画は、原油価格の動向、国内製品需要動

向、近隣の競合店舗の状況、想定賃料、入居率、修繕計画に関する見積り等の仮定を用

いて策定しております。

ハ. 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

減損損失の測定に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や市場環境の変化等

の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変

化した場合には、追加の減損損失が発生する可能性があります。

－ 4 －
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(2)繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　　　666,651千円

　上記繰延税金資産のうち647,943千円は繰延税金負債と相殺しております。

② その他の情報

イ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

各社ごとの将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジュ

ーリング等に基づき回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。

ロ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りに用いる各社の将来事業計画は、原油価格の動向、国内外の製品需要

動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。

ハ. 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や

市場環境の変化等の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該

見積り・仮定が変化した場合には、回収可能性が低下し、繰延税金資産の取崩しが発生

する可能性があります。

３. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計期間の期首から適用しておりま

す。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022

年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用

指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を当連結会計期間の期首から適用しております。

　なお、当連結計算書類に与える影響はありません。

４. 表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他営業外収益」に含めて表示しておりました「売

電収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしており

ます。

　なお、前連結会計年度の「売電収入」は10,499千円であります。

－ 5 －
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現金及び預金 403,137千円 (  403,137千円)

売掛金 1,463,205千円 (       －千円)

流動資産のその他 36,233千円 (   36,233千円)

建物及び構築物 206,335千円 (   54,399千円)

機械装置及び運搬具 2,039,185千円 (2,039,185千円)

有形固定資産のその他 6,707千円 (    6,707千円)

土地 259,964千円 (       －千円)

投資有価証券 2,702,948千円 (       －千円)

関係会社株式 1,097,410千円 (       －千円)

投資その他の資産のその他 120,141千円 (  120,141千円)

計 8,335,269千円 (2,659,805千円)

買掛金 877,416千円 (       －千円)

短期借入金 1,212,776千円 (  161,000千円)

長期借入金 7,004,134千円 (1,643,058千円)

計 9,094,327千円 （1,804,058千円)

上記のうち、(  )内書きはノンリコース債務を示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,725,599千円

当連結会計年度
（2025年３月31日）

最大支払可能性額 777,473千円

当連結会計年度末残高の支払可能性額 777,473千円

差引額 -千円

５. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

① 担保提供資産

上記のうち、(  )内書きはノンリコース債務に対する担保提供資産を示しております。

② 上記に対応する債務

(3) 偶発債務

当社は、関連会社であるJリーフ株式会社の運転資金の借入債務及び設備投資に係る未払

金に対し、支払可能性額が次のとおりであります。

－ 6 －



2025/05/24 16:30:43 / 24180013_日新商事株式会社_招集通知

連結注記表

普通株式 　7,600,000株

普通株式 　　923,556株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月21日
取締役会

普通株式 80,117 12.00 2024年３月31日 2024年６月６日

2024年11月13日
取締役会

普通株式 60,087 9.00 2024年９月30日 2024年12月３日

計 140,205

2025年５月21日開催の取締役会決議による剰余金の配当

イ. 配当金の総額 106,823千円

ロ. 配当の原資 利益剰余金

ハ. １株当たり配当額 16円00銭

ニ. 基準日 2025年３月31日

ホ. 効力発生日 2025年６月６日

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

(3) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

① 配当支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
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７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、各セグメント事業ごとの設備投資計画に照らして、必要な資金（主に

銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な資金は安全性の高い金融資産で運

用し、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。また、

借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日

は決算日後、最長で10年６ヶ月後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部

門における営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。また、連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じ

て、同様の管理を行っております。

当期の連結決算日における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額によって表わされております。

ロ. 市場リスク(金利等の変動リスク）

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の

財務状況等を把握し、かつ、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しており

ます。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

① 投資有価証券（注2) 8,017,428 8,017,428 －

② 関係会社株式（注2) 1,451,787 1,451,787 －

資産計 9,469,216 9,469,216 －

① 社債（１年内償還予定の社債
を含む）

296,000 290,962 △5,037

② 長期借入金(１年内返済予
定の長期借入金を含む)

8,334,410 8,258,319 △76,091

負債計 8,630,410 8,549,282 △81,128

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 471,074

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 4,230,004 － － －

受取手形 662,151 － － －

売掛金 7,987,182 － － －

投資有価証券

その他 － 69,743 21,489 －

合計 12,879,338 69,743 21,489 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(注1) 現金及び預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金については、現金

であること、及び短期間で決済されているため時価が帳簿価額に近似するものであるこ

とから、記載を省略しております。

(注2) 市場価格のない株式等は、① 投資有価証券、並びに ② 関係会社株式には含まれてお

りません。該当金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(注3) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

－ 9 －
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１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 1,300,000 － － － － －

社債 112,000 112,000 72,000 － － －

長期借入金 822,776 3,166,608 1,303,628 1,213,664 439,664 1,388,070

合計 2,234,776 3,278,608 1,375,628 1,213,664 439,664 1,388,070

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 7,926,196 － － 7,926,196

関係会社株式 1,451,787 － － 1,451,787

資産計 9,377,984 － － 9,377,984

(注4) 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場

価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合

には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算

定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(注) 投資信託の時価は上記に含めておりません。投資信託の連結貸借対照表計上額は

91,232千円であります。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

（1年内返済予定の社債を含む）
－ 290,962 － 290,962

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
－ 8,258,319 － 8,258,319

負債計 － 8,549,282 － 8,549,282

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

7,004,078千円 △377,570千円 6,626,508千円 7,760,597千円

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券及び関係会社株式

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債及び長期借入金

これらの時価は元利金の合計額と、該当債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。

８. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有して

おります。2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は354,233千円（賃

貸収益は売上高、賃貸費用は売上原価及び販売費及び一般管理費に計上）であります。ま

た、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

(注2) 当期増減額のうち、主な増加額は賃貸オフィス物件の修繕費用24,458千円であり、主な

減少額は減価償却費139,096千円、減損損失10,449千円であります。

(注3) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。
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報告セグメント
セグメントの

分解

顧客との契約から

生じる収益
その他の収益

外部顧客への

売上高

石油関連事業

直営部門 30,152,113 － 30,152,113

卸部門 258,115 － 258,115

直需部門 3,988,235 － 3,988,235

産業資材部門 711,106 － 711,106

その他部門 318,224 － 318,224

小計 35,427,795 － 35,427,795

再生可能エネル

ギー関連事業
－ 2,968,413 － 2,968,413

不動産事業 － － 638,435 638,435

合計 － 38,396,208 638,435 39,034,644

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 8,649,334 千円

契約負債 47,890

(1) １株当たり純資産額 3,493円21銭

(2) １株当たり当期純利益 92円18銭

９. 収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するために基礎となる情報

１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4)会計方針に

関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益金額を理解するための情報

契約負債は主に、商品の引渡前に顧客から受け取った対価であります。

顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記
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11. 重要な後発事象に関する注記

投資有価証券に係る契約

当社は、Bain Capital Private Equity, LPが投資助言を行う投資ファンド及びそのグル

ープにより議決権の全てを間接的に所有されている株式会社BCJ-98 (以下「本公開買付者」

という。)との間で、本公開買付者が行う株式会社日新（以下「対象会社」という。）の普

通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」という。）及びそれに引き続く一連の取

引（総称して以下「本取引」という。）に関して、2025年５月12日開催の取締役会決議に基

づき、本契約の概要に記載の内容の不応募契約書（以下「本契約」という。）を2025年５月

12日に締結いたしました。

本契約の概要

１．当社は、本公開買付けが開始された場合、当社は、当社が保有する対象会社株式の全て

（以下「本株式」という。）について本公開買付けに応募しないものとする。

２．当社は、自ら又は他の者をして、本公開買付者以外の者との間で、直接又は間接に、本

公開買付けその他本契約で企図される取引と競合、矛盾若しくは抵触し、又はそのおそ

れのある一切の行為を行わないものとする。

３．本公開買付けの成立を条件として、当社は、本公開買付けの決済開始日（本公開買付期

間の最終日から５営業日以内の日）後に、対象会社の株主を本公開買付者及び当社のみ

とするための手続（以下「本スクイーズアウト」という。）に最大限協力する。本公開

買付者は、決済開始日後、実務上可能な限り速やかに、本スクイーズアウトの一環とし

て、対象会社に対し、対象会社株式の併合（以下「本株式併合」という。）を行うこと

を議案とする臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」という。）の開催を要請すること

を予定しており、当社は、対象会社の株主として、本臨時株主総会において、本株式に

係る議決権の行使として、本株式併合に関する議案に賛成するものとする。

４．本株式併合の効力発生を条件として、本公開買付者が別途指定する日をもって、当社

は、本契約に従って、対象会社から対価総額の全額の支払を受けるのと引き換えに、本

株式の全部を対象会社に対して売り渡すものとする。

本公開買付けの成立による本株式の売却が行われた場合、当社は、2026年３月期の連結

決算における特別利益として、投資有価証券売却益5,078百万円を計上する予定です。
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① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法、ただし2007年４月１日以前取得した建物につ

いては、旧定額法によっております。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間を個

別で見積り、償却期間（５年）を決定した上で均等償

却しております。また、自社利用のソフトウエアは社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券

移動平均法による原価法

② その他有価証券

イ. 市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

ロ. 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

イ. メーター商品 総平均法による原価法 (貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ. その他の商品 先入先出法による原価法 (貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　　　10～15年

機械及び装置　　　　　　３～17年

車輌運搬具　　　　　　　２～６年

工具器具備品　　　　　　３～10年

③ 長期前払費用 定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対し翌事業年度に支給する賞与に備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。
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④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度において発生していると認められる額を計上し

ております。

退職給付の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。

なお、当事業年度末では年金資産の額が企業年金制度

に係る退職給付債務の額から未認識数理計算上の差異

を控除した金額を超過している状態のため、当該超過

額を前払年金費用として計上しております。

⑤ 商品保証引当金 販売した商品の保証に備えるため、過去の実績に基づ

き、将来の発生見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社では、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしておりま

す。

また、通常の商取引において履行義務の識別にあたっ

ては本人か代理人かの検討を行っております。自らの

約束の性質が、約束の履行に対する主たる責任、在庫

リスク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財

又はサービスを自ら提供する履行義務である場合には

本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識し

ております。代理人の性質が強いと判断される場合に

は代理人として判定しており、その対価の純額で収益

を認識しております。

一部の有償支給取引については、金融取引として有償

支給先に残存する支給品について棚卸資産を認識する

とともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負

債を認識しております。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

(1)固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　固定資産　　　　　　　　　　11,796,989千円

　固定資産に係る減損損失　　　　 144,856千円

② その他の情報

イ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

資産のグルーピングは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行い、各グルーピング単位ごとに、

収益性の悪化や市場価格の著しい下落の有無等に基づいて、減損の兆候を把握しており

ます。また、減損の兆候が把握された資産グループについては減損損失の認識の判定を

行い、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い金額まで帳簿価額を減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、減損損失の測定に当たって、一部の不動産の正味売却価額については、外部専門

家による不動産鑑定評価額を用いております。

ロ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

グルーピング単位ごとに策定された将来事業計画は、原油価格の動向、国内製品需要動

向、近隣の競合店舗の状況、想定賃料、入居率、修繕計画に関する見積り等の仮定を用

いて策定しております。

ハ. 翌事業年度の計算書類に与える影響

減損損失の測定に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や市場環境の変化等

の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変

化した場合には、追加の減損損失が発生する可能性があります。

(2)関係会社投融資の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　関係会社株式　　　　　　　　　　 2,330,450千円

　関係会社短期貸付金　　　　　　　　  99,500千円

　関係会社長期貸付金　　　　　　　　 248,365千円

　　計　　　　　　　　　　　　　　 2,650,950千円

　関係会社株式評価損計上額　　　　　　326,536千円
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② その他の情報

イ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

関係会社株式の評価について、各関係会社の計算書類を基礎とした１株当たりの純資産

額、もしくは１株当たりの純資産額に取得時に認識した超過収益力を反映したものを実

質価額として、当該実質価額と取得原価とを比較し、評価損の計上の要否を判断してお

ります。少なくとも実質価額が取得原価に比べて50%以上低下している場合には、回復

可能性が十分な証拠によって裏付けられない限り、相当の減額を行い、評価差額を当期

の損失として計上することとしております。

また、関係会社長期貸付金の評価については、各関係会社の財政状態に加えて、事業計

画及び当該事業計画に基づく資金計画の合理性等を考慮し、回収可能性を見積もった上

で、貸倒引当金計上の要否の判断を行っております。

ロ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

各関係会社の将来事業計画は、原油価格の動向、所在国ごとのカントリーリスク、国内

外の製品需要動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。

ハ. 翌事業年度の計算書類に与える影響

関係会社株式の評価の算定や貸倒引当金計上の要否の判断に用いた主要な見積り・仮定

には、原油価格の動向、所在国ごとの政治状況や市場環境の変化等の不確実性を含んで

おり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変化した場合には、関

係会社株式評価損等の損失が発生する可能性があります。

(3)繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額　　　　589,474千円

上記繰延税金資産は全額を繰延税金負債と相殺しております。

② その他の情報

イ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

各社ごとの将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジュ

ーリング等に基づき回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。

ロ. 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りに用いる各社の将来事業計画は、原油価格の動向、国内外の製品需要

動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。

ハ. 翌事業年度の計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や

市場環境の変化等の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該

見積り・仮定が変化した場合には、回収可能性が低下し、繰延税金資産の取崩しが発生

する可能性があります。

－ 17 －



2025/05/24 16:30:43 / 24180013_日新商事株式会社_招集通知

個別注記表

売掛金 1,463,205千円

建物 151,935千円

土地 259,964千円

投資有価証券 2,702,948千円

関係会社株式 1,097,410千円

計 5,675,464千円

買掛金 877,416千円

短期借入金 400,000千円

１年内返済予定の長期借入金 651,776千円

長期借入金 5,361,076千円

計 7,290,268千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,578,218千円

　NISTRADE(M)SDN.BHD.

　NISSIN SHOJI VIETNAM CO.,LTD.

24,900千円

14,283千円

３. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当計算書類に与える影響はありません。

４. 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他営業外収益」に含めて表示しておりました「売電収

入」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。

　なお、前事業年度の「売電収入」は10,499千円であります。

５. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

① 担保提供資産

② 上記に対応する債務

(3) 保証債務

　関係会社に対する保証

営業取引に対する保証
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当事業年度
（2025年３月31日）

最大支払可能性額 777,473千円

当事業年度末の支払可能性額 777,473千円

差引額 -千円

① 短期金銭債権 168,113千円

② 長期金銭債権

③ 短期金銭債務

248,365千円

42,844千円

(1) 営業取引による取引高

　　売上高 16,538千円

　　販売費及び一般管理費 45,953千円

(2) 営業取引以外の取引高 75,412千円

　普通株式 923,556株

(4) 偶発債務

当社は、関連会社であるJリーフ株式会社の運転資金の借入債務及び設備投資に係る未払

金に対し、支払可能性額が次のとおりであります。

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

６. 損益計算書に関する注記

　関係会社との間の取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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賞与引当金損金不算入額 73,947千円

減価償却損金算入限度超過額 46,122千円

減損損失損金不算入額 330,325千円

投資有価証券評価損損金不算入額 34,330千円

ゴルフ会員権評価損損金不算入額 42,739千円

退職給付引当金損金不算入額 268,234千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 12,313千円

資産除去債務 15,358千円

商品保証引当金 1,985千円

その他 201,111千円

繰延税金資産小計 1,026,469千円

評価性引当額 △436,995千円

繰延税金資産合計 589,474千円

固定資産圧縮積立金 601,197千円

資産除去費用 6,423千円

前払年金費用 54,356千円

その他有価証券評価差額金 2,139,256千円

繰延税金負債合計 2,801,234千円

繰延税金負債純額 △2,211,759千円

固定負債 2,211,759千円

法定実効税率 30.62％

（調整）

住民税均等割 3.07％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.02％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.96％

評価性引当額 10.22％

その他 △3.12％

差引 40.85％

８. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

① 繰延税金資産

② 繰延税金負債

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳
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種類 会社名 住所
資本金

(千リンギ
ット)

事業の
内 容

議決権等
の所有割
合 ( ％ )

関係内
容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目 期末残高
(千円)

子会社

NISSIN 
BIO 
ENERGY 
SDN.BHD.

マレ
ーシ
ア

1,000

バイオ
マス燃
料の販
売、輸
出

直接
100％

バイオマス
燃料の仕入

営業取引

商品の
仕入

－ 前渡金 523,004

子会社
JJ FUEL 
SUPPLY
SDN.BHD.

マレ
ーシ
ア

1,000

バイオ
マス燃
料の販
売、輸
出

直接

50％
バイオマス
燃料の仕入

営業取引

商品の
仕入

－ 前渡金 956,705

種類 会社名 住所
資本金
(千円)

事業の
内 容

議決権
等の被
所有割
合(％)

関係内容 取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

その
他の
関係
会社
の子
会社

ＥＮＥＯ
Ｓ株式会
社　(注
1)

東京
都千
代田
区

30,000,000

石油製
品の精
製及び
販売

－
転籍
１名

石油製
品の仕
入

営業取引

商品の
仕入

24,878,577

買掛金 665,537
ＳＳの
賃借料

424,960

カード支
払時の債
権回収代
行及び債
権譲渡

16,954,133 売掛金 1,463,205

営業外取引

仕入対価
の割引

96,284
未収入
金

－

土地の
購入

409,000 － －

９. 関連当事者との取引に関する注記

（1）子会社

(注）商品の仕入は、関連を有しない他の取引先と同様の条件により決定しております。

（2）兄弟会社等

(注１） 同社の親会社であるＥＮＥＯＳホールディングス株式会社が当社の議決権を17.1％所

有しております。

(注２） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高に

は消費税等を含めて記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 商品の仕入及びＳＳの賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件によ

り決定しております。

② 買掛金については、売掛金、建物、土地及び投資有価証券並びに関係会社株式

4,216,655千円を担保に供しております。

③ 債権回収代行及び債権譲渡は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により

決定しております。なお、取引金額は年間回収総額を記載しております。

④ 土地の購入価格については、第三者機関による評価額を参考に決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 3,484円16銭

(2) １株当たり当期純利益 93円74銭

10. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するために基礎となる情報は、連結注記表と同一であり

ます。

11 １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

投資有価証券に係る契約

連結注記表の「11.重要な後発事象に関する注記（投資有価証券に係る契約）」に同一

の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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